
日軽新潟株式会社

金 額 金 額
千円 千円

  （ 資 産 の 部 ） 7,544,188   （ 負 債 の 部 ） 6,748,815

 流  動  資  産 5,237,059  流  動  負  債 5,357,414

13,116 17,105
2,184,667

1,996,323 2,086,976
1,233,297 193,070

522,622
538,033 19,395
622,802 217,324
44,555 116,251

788,881
50

 固  定  資  産 2,307,128  固  定  負  債 1,391,400

　有形固定資産 2,025,666 88,370
1,300,000

41,245
1,103,880

85,611
720,600
74,328   （ 純 資 産 の 部 ） 795,373

 無形固定資産 149,405  株　主　資　本 795,373

10,000
  投資その他の資産 132,057 785,373

785,373
336 繰 越 利 益 剰 余 金 785,373

2,228
129,492

  合           計 7,544,188   合           計 7,544,188

繰 延 税 金 資 産

建 設 仮 勘 定

資 本 金
利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
投 資 有 価 証 券
そ の 他 の 投 資 等

長 期 借 入 金
構 築 物 そ の 他 の 固 定 負 債
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

前 払 費 用 そ の 他 の 流 動 負 債
未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産

退 職 給 付 引 当 金

製 品 未 払 費 用
仕 掛 品 預 り 金
貯 蔵 品 賞 与 引 当 金

受 取 手 形 買 掛 金
売 掛 金 短 期 借 入 金
原 材 料 未 払 金

貸  借  対  照  表　

令和7年　3月31日現在

科 目 科 目

現 金 ・ 預 金 支 払 手 形



日軽新潟株式会社

千円 千円

売 上 高 21,019,482

売 上 原 価 21,006,598

    売 上 総 利 益 12,884

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 -74

    営  業  利  益 12,958

    営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9

そ の 他 の 営 業 外 収 益 4,531 4,540

    営 業 外 費 用

支 払 利 息 29,490

そ の 他 の 営 業 外 費 用 49,509 79,000

    経  常  利  益 -61,500

-61,500

-45,544

28,110

-44,066当 期 純 利 益

損  益  計  算  書
令和6年　4月　1日から

令和7年 3月 31日まで

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額



注 記 表

（重要な会計方針に関する注記）

（注） 1. 資産の評価の方法 その他有価証券
　　
　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

棚卸資産 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産（リース資産は除く） 定額法

無形固定資産（リース資産は除く） 定額法

リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外
ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

3. 引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金 　債権についてはそのほとんどが事業会社である日軽金アクト株式会社ならびにその支配株主である

日本軽金属株式会社に対するものであるため貸倒引当金を設定しておりません。

 (2)退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法）及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

4. 消費税等の会計処理の方法 税抜方式

5. グループ通算制度を適用しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 200 株


